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内容
交渉外の論点…深草亜悠美
• 縮小する/抑圧される市民社会スペース
• 化石燃料への支援と資金の流れ
• Net zero
• Kick polluters out
交渉の論点…小野寺ゆうり
• ロスダメ
• 資金
• 適応 など

質疑応答



設 ⽴ 1980年1⽉
2001年11⽉〜特定⾮営利活動法⼈
2010年7⽉〜認定特定⾮営利活動法⼈

所在地 東京都板橋区の⼀軒家︕
スタッフ 常勤・⾮常勤含め約20名

設 ⽴ 1971年設⽴
本 部 オランダ アムステルダム
世界73カ国に200万⼈のサポーター。
各国の団体が⾃⽴的に活動。気候変動など
グローバルな課題には共同アクションを⾏う。

「mobilize」「resist」「transform」 2014年FoEインターナショナルの
隔年総会＠スリランカ



交渉外の論点
1. 縮小する/抑圧される市民社会スペース
2. 化石燃料への支援と資金の流れ
3. Net Zero
4. Kick polluters out



１）縮小する/抑圧される市民社会スペース

• 左：ベトナムで逮捕された環境活動家

• 右上：カナダでパイプライン建設に反対し、弾圧をうける先住民族

• 右下：不当逮捕され続けているエジプトの活動家Alaaの解放を求めるキャンペーン画像

参考：https://www.ohchr.org/en/press-releases/2022/10/egypt-un-experts-alarmed-restrictions-civil-society-ahead-climate-summit



• We emphasize that effective 
climate action is not possible 
without open civic space. As 
host of COP27, Egypt risks 
compromising the success of 
the summit if it does not 
urgently address 
ongoing arbitrary restrictions 
on civil society. 

– COP CIVIC SPACE



• Decolonise the economy 
and development

• Repay climate debt and 
deliver the money
• No false solution
• Build global solidarity, 
peace and justice



２）化石燃料事業への支援



ケース：モザンビークLNG
•カーボ・デルガード州等で複数のガス事業が進行
•うち、モザンビークLNGには三井物産やJBICなどが関与

地図：JOGMEC 写真：JA!



問題点
•強制移転
• 不十分な補償
• 生計手段の喪失

•債務
•気候変動 など

写真：JA!



ケース：EACOP
•東アフリカ原油パイプライン（英
語：EACOP）
•ウガンダとタンザニアを繋ぐ全長
1,443kmの原油パイプライン計画。
• 2023年着工を予定
•大規模立ち退きや生物多様性への
影響、気候変動影響
• SMBCがフィナンシャルアドバイ
ザーとして参画

Image: 350.org Japan
Source: https://350jp.org/campaign-stop-eacop/



Just Energy Transition Partnership
• COP26において、南アフリカとのJust Energy Transition 
Partnershipが発表。仏・独・英・米・EUが参加。
•脱炭素化支援のためのパッケージ。第一段階として850万ドル
の資金動員にコミット（融資や民間資金含む）
• G7でも主要な国際的支援として強調され、COP27で進捗を確
認。JETPの新たな対象国としてインドネシア、インド、セネ
ガル、ベトナムが発表される。
• COP27/G20でなんらかのアナウンスメントが予想される。



JETPをめぐる議論
•南ア・JETPのために動員された資金の約97％がローン。無償
資金は3％以下*。
•公的債務削減が課題の南アにさらなる債務となる。
•透明性の問題。市民社会や組合の参画などがない。
•インドネシアのJETPに関しては、日本とアメリカがリード**。
• 日本はインドネシアの脱炭素化に水素やアンモニア混焼などを提案し
ており、脱炭素化の中身に懸念

*Source: Climate Home News “Breakdown: Who is contributing what to South Africa’s clean energy 
shift” 22/10/2022
** Source: Jakarta Globe “G7’s Climate Financing for Indonesia Under Negotiation: Envoy” 01/10/2022
*参考: http://cadtm.org/Thorny-questions-for-Western-and-South-African-Just-Energy-Transition



参考：水素・アンモニア混焼
• 途上国に対するトランジション支援として、2021年5月に「アジア・エネルギー・トランジショ
ン・イニシアティブ（AETI）」を発表。途上国のエネルギー・トランジションのロードマップ策
定支援や、再エネ・省エネ、LNG等のプロジェクトへの100億ドルのファイナンス支援、アジア
CCUSネットワークによる知見共有などが含まれている

• 2022年9月には「東京GXウィーク」が開催。アンモニアや水素、CCSについて閣僚級会合含む国
際会議を経産省が主催。

• 岸田首相は、2021年の国連気候変動枠組条約締約国会議（COP26）において「アジアにおける再
エネ導入は、太陽光が主体となることが多く、周波数の安定管理のため、既存の火力発電をゼロエ
ミッション化し、活用することも必要です。日本は、『アジア・エネルギー・トランジション・イ
ニシアティブ』を通じ、化石火力を、アンモニア、水素などのゼロエミ火力に転換するため、１億
ドル規模の先導的な事業を展開します。」とスピーチを行った。それに対し、Climate Action 
Network International(CAN-I)は、日本政府が化石燃料温存を推奨しているとして化石賞（気候
変動への取り組みに対して後ろ向きな国におくられる不名誉な賞）を授与。



３）ネットゼロ
• IPCCは「温室効果ガスの大気への人為的排出
量が、指定された期間の人為的除去量とバラ
ンスとれている状態」と定義。

• 多くの政府や企業がネットゼロを宣言。
• 1.5/2℃目標達成のためには、大気に排出さ
れる温室効果ガスの排出量の削減が必要。温
室効果ガスはしばらく大気にとどまるため、
排出されたガスの影響は避けられない。しか
し、多くの「ネットゼロ」戦略はオフセット
に依存。

• 想定されている吸収量確保のためには非現実
的な規模の土地が必要となり、食糧生産と土
地利用で直接競合を招く
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•ネットゼロの信頼性について
懸念が高まっている。
• “High-Level Expert Group 
on the Net-Zero Emissions 
Commitments of Non-
State Entities”
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４）Kick Polluters Out 
•世界最大のプラスチック汚染者で
あるコカコーラがCOPスポンサー
になったことで大きな批判
•化石燃料産業による交渉への影響
• COP26では、化石燃料産業関連の
参加者が503名と、どこよりも多
かった。（一番大きな政府代表団
はブラジルで479名）（Global 
Witness）
•利益相反に関する課題


